
 

別紙２ 

新 旧 対 照 表  

（注）アンダーラインを付した部分は改正部分である。 

改  正  後 改  正  前 

別冊 

酒税法及び酒類行政関係法令等解釈通達 

 

第２編 酒税法関係 

第 30 条の２ 移出に係る酒類についての課税標準及び税

額の申告 

第１項、第２項及び第３項関係 

１ 納税申告書の提出等 

法第 30 条の２《移出に係る酒類についての課税標準及

び税額の申告》に規定する移出した酒類に係る課税標準

及び税額等を記載した申告書の提出等は、次による。 

(1) 納税申告書は、製造場ごとに、法第 53 条《納税地》

に規定する納税地を所轄する税務署長に提出するもの

である。したがって、同一税務署の管轄区域内に２以

上の製造場を有する製造者の納税申告書は、各製造場

ごとに提出する。 

(2) （省略） 

２～12 （省略） 

 

第 46 条 記帳義務 

１ 「酒母若しくはもろみの製造者」の範囲 

法第 46 条《記帳義務》に規定する「酒母若しくはもろ

みの製造者」には、酒母等の製造免許を受けた者のほか

アルコール事業法の規定によりアルコールの製造の許可

又は承認を受けた者がアルコールの製造の用に供するた

め、酒母等を製造する場合のそのアルコールの製造者を

含むことに留意する。 

 

２ 「酒類の販売業者」の範囲 

法第 46 条《記帳義務》に規定する「酒類の販売業者」

には、酒類販売業免許を受けた者のほか、酒場、料理店

その他の酒類を専ら自己の営業場において飲用に供する

ことを業とする者も含むことに留意する。 

また、法第 47 条《申告義務》第４項において同様とす

る。 

３ 酒類製造者等の記帳事項 

（省略） 

(1)～(7)-1 （省略） 

(7)-2 試験等関係 

イ～ヘ （省略） 

ト 食品衛生法、薬事法又は通則法第74条の４《当該

別冊 

酒税法及び酒類行政関係法令等解釈通達 

 

第２編 酒税法関係 

第 30 条の２ 移出に係る酒類についての課税標準及び税

額の申告 

第１項、第２項及び第３項関係 

１ 納税申告書の提出等 

法第 30 条の２《移出に係る酒類についての課税標準及

び税額の申告》に規定する移出した酒類に係る課税標準

及び税額等を記載した申告書の提出等は、次による。 

(1) 納税申告書は、製造場ごとに、法第 53 条の２《納税

地》に規定する納税地を所轄する税務署長に提出する

ものである。したがって、同一税務署の管轄区域内に

２以上の製造場を有する製造者の納税申告書は、各製

造場ごとに提出する。 

(2) （省略） 

２～12 （省略） 

 

第 46 条 記帳義務 

１ 「酒母若しくはもろみの製造者」の範囲 

法第 46 条に規定する「酒母若しくはもろみの製造者」

には、酒母等の製造免許を受けた者のほかアルコール事

業法の規定によりアルコールの製造の許可又は承認を受

けた者がアルコールの製造の用に供するため、酒母等を

製造する場合のそのアルコールの製造者を含むことに留

意する。また、法第 53 条《当該職員の権限》において同

様とする。 

２ 「酒類の販売業者」の範囲 

法第 46 条に規定する「酒類の販売業者」には、酒類販

売業免許を受けた者のほか、酒場、料理店その他の酒類

を専ら自己の営業場において飲用に供することを業とす

る者も含むことに留意する。 

また、法第 47 条《申告義務》第４項及び法第 53 条《当

該職員の権限》において同様とする。 

３ 酒類製造者等の記帳事項 

（省略） 

(1)～(7)-1 （省略） 

(7)-2 試験等関係 

イ～ヘ （省略） 

ト 食品衛生法、薬事法又は法第53条第２項の規定に



 

改  正  後 改  正  前 

職員の酒税に関する調査等に係る質問検査権》第２

項の規定により、酒類、酒母、もろみ又はこうじを

収去又は採取された場合は、当該収去又は採取の年

月日、数量及び理由並びに収去又は採取した者の所

属及び氏名 

(7)-3 （省略） 

４～６ （省略） 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

より、酒類、酒母、もろみ又はこうじを収去又は採

取された場合は、当該収去又は採取の年月日、数量

及び理由並びに収去又は採取した者の所属及び氏

名 

 

(7)-3 （省略） 

４～６ （省略） 

 

第 53 条 当該職員の権限 

第１項関係 

１ 「当該職員」の意義 

法第 53 条第１項に規定する「当該職員」とは、国税庁、

国税局、税務署又は税関の職員（事務官、技官の別を問

わない。）であって、酒税に関する調査又は検査を担当

する課、係、部門等に所属する者をいう。 

２ 「製造、貯蔵又は販売に関する一切の帳簿書類」の意 

 義 

法第 53 条第１項第５号に規定する「製造、貯蔵又は販

売に関する一切の帳簿書類」とは、製造、貯蔵又は販売

に係る物的及び金銭的事情を記録した帳簿、証書、仕切

書、受取書、メモ等の書類をいう。 

第２項関係 

１ 検査物品の採取の取扱い 

法第 53 条第２項に規定する検査物品の採取の取扱い

は、次による。 

(1) 同項に規定する「検査するため必要があるとき」と

して、検査物品を採取する場合は、酒類、酒母、もろ

み、酒類かす又は酒類の原料等について製造場内にお

いて成分検査ができないためやむを得ず、当該製造場

以外の場所において成分（酒類、酒母及びもろみにつ

いては、アルコール分、エキス分、メチルアルコール

含有量及び酸度その他の成分、酒類かすについては、

アルコール分、固形分及び酸その他の成分、酒類の原

料については、でんぷん価、含糖量、固形分及びその

他の成分）検査を実施する必要があるときに限る。 

なお、当該職員が製造場内において行う成分検査は、

同条第１項の規定により行うものである。 

（注） 期限付免許者に係る酒類の品質審査のための

出品酒若しくは鑑評会又は品評会等に対する出

品酒等は、法第 53 条第２項に規定する「見本」

に該当しないものである。 

(2) 採取する分量は、同一物件について成分の分析を行

うための必要最少限度とし、職権の濫用等のないよう

に留意する。 



 

改  正  後 改  正  前 

 

 

 

 

 

第 53 条 納税地 

１ 無免許製造犯等の場合における納税地 

法第 53 条《納税地》に規定する「製造場」とは、酒類

を製造した場所をいうものとし、その場所について酒類

の製造免許を受けた場所であると否とを問わない。した

がって、法第 54 条第５項《無免許製造又はその未遂に係

る酒類に対する酒税の徴収》又は第６項《無免許製造又

はその未遂に係る酒母又はもろみに対する酒税の徴収》

の規定により酒税を徴収する場合のその納税地は、法第

７条第１項《酒類の製造免許》又は法第８条《酒母等の

製造免許》の規定による免許を受けないで、酒類、酒母

又はもろみを製造した又は製造に着手した場所の所在地

をいう。 

２ 所持犯等の場合における納税地 

令第 58 条《納税地》に規定する「法第 45 条の規定に

違反したことを権限ある職員に発見された場所」とは、

内ていその他の資料により国税犯則取締法上の収税官吏

に犯則の事実を発見された場所をいう。したがって、司

法警察職員等から引渡しを受けた事件については、その

引渡しにより犯則の事実をは握した場所をいう。 

(3) 当該職員が見本として採取した物件に対しては、対

価の支払は必要としないものである。 

(4) 酒類の販売業者に対しては当分の間同項の規定は適

用しない。 

 

第 53 条の２ 納税地 

１ 無免許製造犯等の場合における納税地 

法第 53 条の２に規定する「製造場」とは、酒類を製造

した場所をいうものとし、その場所について酒類の製造

免許を受けた場所であると否とを問わない。したがって、

法第 54 条第５項《無免許製造又はその未遂に係る酒類に

対する酒税の徴収》又は第６項《無免許製造又はその未

遂に係る酒母又はもろみに対する酒税の徴収》の規定に

より酒税を徴収する場合のその納税地は、法第７条第１

項《酒類の製造免許》又は法第８条《酒母等の製造免許》

の規定による免許を受けないで、酒類、酒母又はもろみ

を製造した又は製造に着手した場所の所在地をいう。 

 

２ 所持犯等の場合における納税地 

令第 59 条《納税地》に規定する「法第 45 条の規定に

違反したことを権限ある職員に発見された場所」とは、

内ていその他の資料により国税犯則取締法上の収税官吏

に犯則の事実を発見された場所をいう。したがって、司

法警察職員等から引渡しを受けた事件については、その

引渡しにより犯則の事実をは握した場所をいう。 

 


